
４．まとめ
評価のポイントについて、（１）から（４）にまと

めると以下のとおり。
（１）多様な主体の連携の重要性

様々な主体の連携については、かわまち大賞創設
から昨年度まで、評価ポイントになっている。かわ
まちづくり自体が多様な主体が参画する仕組みで
あり、連携が不可欠なものであることから、連携が
円滑・良好に進められていることは、評価に値する
ものと考えられる。

連携先については、民間事業者が最も多いが、若
者、デザイナーなど地域の事情に応じた連携先も挙
げられている。

（２）民間事業者との協力
特に民間事業者との連携が多く評価されており、

民間の活力を活かしたかわまちづくりの重要性が
強調されている。

（３）地域特性を活かした取り組み
各地域の歴史、文化、自然環境などの特性を活か

した独自の取組が高く評価されている。
（４）継続的な発展

単発的な取組ではなく、継続的に発展していく仕
組みづくりや活動が評価されており、長期的な視点
でのかわまちづくりの重要性が示されている。

これらの項目は、今後のかわまちづくりを進める
上で参考になる重要な要素と言える。

特に、多様な主体の連携は、かわまち大賞の創設
以来、様々な主体の連携が一貫して評価されてお
り、かわまちづくりにおいて連携が不可欠であるこ
とが示されている。また、かわまち大賞の受賞地区

を見ると、かわまちづくりの規模や関係する施設の
規模が大きい地区だけではない。その地区の特徴を
活かした取組が重要である。地区の特徴を活かした
取組は、独自性や個性を表現するものであり、すべ
てのかわまちづくり地区において、重要な要素であ
ると考えられる。

５．おわりに
本稿では、かわまち大賞受賞地区に対する評価の

ポイントから、どのような事項が評価されているか
とりまとめた。

かわまちづくりに関わる方々にとって少しでも
参考になれば幸いである。

令
和
元
年
度

信濃川やすらぎ
堤かわまちづくり

・民間企業の意欲的参加により、都市部で民間企
業がかわまちづくりに参加するメリットを体現
し且つ新たな観光スポットとなり経済的な成果
を出している。

・民間事業者が参加運営する模範的なモデルを
形成するとともに、社会実験の実施、地元の受入
体制、周辺環境整備などもあわせてできており、
他の地区の参考となる。

美濃加茂地区か
わまちづくり

・若者・デザイナー・市民団体など多様な関係
者の繋がり、地域の歴史文化（中山道・太田宿等）
との繋がり、指定管理者による他地区のノウハ
ウの導入など、非常に連携性があり、他の地区の
参考となる。

・指定管理者の枠組みを用いた運営の仕組みを
独自に作り、様々な合意形成を図り関係者と連
携しつつ、創造性に富んだ事業運営を意欲的に
行い成功させている。

平
成
30
年
度

長井地区かわま
ちづくり

・舟運で栄えた長井市の特性を活かし、地元団体
と民間事業者がうまく協力して事業を進めてい
る。

・フットパスにより「河川空間」と「まち空間」が
連携し、さらにそれをつなげる役をボランティ
アガイドが担うことで、かわとまちの回遊性を
向上させる取組が、際立って優れている。

天満川・旧太田
川（本川）・元安
川地区及び京橋
川・猿猴川地区
かわまちづくり

・「まち」と「かわ」が一緒になって都市を盛り上
げてきた長年の実績とともに、それが今なお継
続され、まち側への波及効果をもたらしている。

・「民間事業者を協議会がプラットフォームとな
り選定する」「得たお金を事業にまわしていく」
というスキーム自体が全国のモデルとして、他
地域にも波及している。

１　はじめに
2024年５月7日から3日間の会期で、「100年後

の安心のためのTOKYO強靱化世界会議」が東京
千代田区のイタリア文化会館を会場に開催されま
した。この会議は激甚化する風水害や、大規模な地
震、火山噴火などの自然災害リスク、また、人口集
中により増大するパンデミック、電力供給や通信の
途絶などのリスクから、東京の首都機能や経済活動
を維持し、都民の生命や暮らしを守るために、世界
的視点から英知を集め共有するために開催されま
した。

開催目的には日本
の首都東京の水害対
策の要である荒川放
水路が、通水以来100
年間にわたり、一度も
決壊することなく、東
京を水災害から守っ
てきたことを広く市
民へ発信することも
ありました。

来賓として「ジャン
ルイジ・イタリア大
使」にご出席頂き、「私
たちは国境のない課
題、つまり気候変動や
異常気象現象から都
市とその中の生活を
守るという緊急の必
要性に立ち向かうた
めに、危機感と共通の
責任を持っています。ヴェネツィアや東京のような
都市が、回復力をもって希望の光として繁栄する未
来に向けて取り組む中で、永続的なパートナーシッ
プの触媒となるように望みます。」とのお言葉を頂
きました。

２　小池東京都知事挨拶（ビデオ出演）
東京では地震を始め大規模な風水害、火山の噴

火、新たな感染症の流行などが、いつ起きてもおか
しくありません。これらが複合的に発生する最悪の
事態も想定されます。災害が起きても都民の命と暮
らしを守り壊滅的な被害を何としても防がなけれ
ばなりません。東京強靱化プロジェクトでは、2040
年代までに総事業費17兆円を投資して取り組みの
加速をしてまいります。環状７号線の地下などに将
来的には海まで繋がる「地下河川」を作る計画を進

めています。また万が一堤防が壊れても避難先とな
る高台や避難経路を確保するなど、セーフティネッ
トを何重にも構築してまいります。気候変動対策と
して脱炭素社会に向けまして2030年カーボンハー
フ、2050年ゼロエミッション東京の実現を目指し
ております。100年先も都民が安心できる首都東京
を築き上げるには国や区市町村企業や研究機関な
ど多様な主体との連携、協働が欠かせません。増大
し続ける危機に対しまして「備えよ常に」という精
神で対策を重ねていきましょう。この会議が有意義
な議論の場となることを期待いたしております。

３　基調講演
①「高潮からヴェネツィアを守る強靱なMOSE堰」

ヴェネツィアにはラグーン（潟湖）があり、不安
定ながらもこれまでずっと都市環境を守る自然の
生態系が形成され続けていました。ところが今日で
は、平均海面の上昇によってそのバランスが脅かさ
れています。1966年11月に起きた高潮災害によっ
て、ヴェネツィアの歴史ある中心部を守るために
は海とのつながりを遮断しなければならないこと
が誰の目にも明らかになりました。綿密な研究の結
果、ブイ状のゲートを連結したシステムによる解
決策が見つかり、「MOSE堰」と名付けられました。
完成以来、このシステムは2022年11月の大洪水を
含む80件以上の洪水を防いできました。同時に、

「MOSE堰」は洪水対策と環境保護を両立させるこ
とができる柔軟性を持ったシステムです。

ジョヴァンニ・チェッコーニ工学博士（イタリア）

100年後の安心のためのTOKYO強靱化世界会議
審議役　土屋　信行

竹村公太郎会議実行委員長
（日本水フォーラム）

ジャンルイジ・ベネデッティ・
イタリア大使
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１．流域治水、河川環境の理解と小さな自然再生
令和5年8月、流域治水の自分事化検討会より提

言「水災害を自分事化し、流域治水に取り組む主体
を増やす総力戦の流域治水をめざして」が示され
た。本提言では、「by ALLの流域治水」として、流
域のみんなが、自然、産業を含む文化としての治水
に取組むことの必要性、特に取組に関わるきっかけ
は多様であり、治水の観点からだけではなく、利用
や環境からのアプローチが流域治水の取組の幅を
広げていくことが示されている。

また、令和6年5月に示された提言「生物の生息・
生育・繁殖の場としてもふさわしい河川整備及び
流域全体としての生態系ネットワークのあり方」で
は、河川環境の目標を定量的に設定すること、さら
にその目標設定の対象として場づくりが求められ
るとともに、人材を育成するための研修体制の充実
が喫緊の課題となっている。

当研究所では、河川環境や生態系の保全に関わる
活動をきっかけとして、流域治水に取組む民間の主
体を増やし、さらに河川環境技術の向上を図り、ネ
イチャーポジティブかつウェルビーイングな地域
づくりに貢献することを目的として、水辺の小さな
自然再生の普及活動に取組んでいる。

ここでは、令和6年2月に京都府宮津市を流れる
大手川において地元関係者、地元外応援団と河川管
理を担う実務者が連携して開催した小さな自然再
生研修会について紹介する。

２．大手川について
大手川は、約20年前の激特事業において、市民

ワークショップによりワンドが計画されたが、整備
予定地はその後土砂堆積により埋塞した。ワンドが
計画された福田親水公園では近傍にある宮津天橋
高等学校フィールド探究部が約4年前からワンド再
生に向けた活動に着手し、人力での土砂の掻き出し
等に取組んできた。また、昨年度には高校生を応援
する市民団体（大手川サポーターズ・クラブ）が結
成され、河川を管理する京都府丹後土木事務所の協
力を得てワンドの掘削が行われた。

３．大手川での小さな自然再生研修会
研修会は、大手川・福田親水公園をフィールドに、

現地活動主体（大手川サポーターズ・クラブ及び宮
津天橋高校フィールド探究部の高校生）、河川管理
を担う職員（国土交通省福知山河川国道事務所、京
都府丹後土木事務所）、及び専門家等が一堂に会し、

川の営力を用いてワンドを維持管理する小さな自
然再生の技術や多様な主体との連携方法について
参加者で学び合った。

研修会では、具体に次の3つの作業を行った。
①土のうづくり
②ワンドへの導水路の整備
③ ワンドへの流入量を増やすための大手川本川

への環境水制（バーブ工）の設置

なお、この大手川の実践形式の研修に先立ち、河
川管理を担う国土交通省の職員を対象として座学
研修も実施した。この座学研修では、地域連携に際
しての留意点や小さな自然再生を活用した河川環
境技術の紹介、また国が管理する大河川ではなかな
か実感することが難しい河川のインパクト・レス
ポンスを自分のスケールで体感することを狙いと
して中小河川をフィールドに実施することなどに
ついて研修参加者と共有した。こうした工夫によ
り、真冬の開催ではあったものの、本研修に対し評
価する声を頂くことができた。

４．おわりに
当研究所では、リバフロサポートセンター内に小

さな自然再生サポート窓口を設置し、全国の担い手
の応援を通じて、by ALLによる流域治水や河川環
境の理解に貢献する小さな自然再生の全国普及に
引き続き尽力していく所存である。

流域治水と河川環境のインパクト・レスポンスを体感するアクティブラーニング
～京都府宮津市大手川における小さな自然再生研修会の紹介～

水循環・まちづくり・防災グループ 主任研究員　和田　彰

図　研修会の様子（令和 6 年 2 月 28 日）

② 「オランダの高潮対策と世界高潮対策堰連合」

既存の防潮壁の課題は、気候変動により、ますま
すリスクが増大する一方、稼働の増加により保守時
間が短縮されることが予想されることです。既存の
防潮壁に対して今すぐリスクを考慮して将来の設
計に組み込む必要があります。海面上昇と高潮、風
雨の変化は、沿岸部への人々の移住による人口増加
は、沿岸洪水のリスクを増大させています。低地に
住民、インフラ、サービスが集中しているため、沿
岸都市では悪影響が増幅されます。多くの沿岸都市
は河口に位置しており、海岸線が長いこれらの地域
では、洪水防御をするために高潮堤が建設されてい
ます。可動式高潮堤はそれぞれプロトタイプ、つま
り独自の構造と考えることが大切です。これは、設
置される場の物理環境、要件、およびリスクに対応
するために、全てのバリアシステムが個別の形式な
のです。たとえば、高潮防御壁のタイプは、潮汐範
囲や高潮の規模の開口部の幅、および運用頻度に応
じて異なって設計されています。ここが非常に大切
なところです。

４　パネルディスカッションI「東京強靱化へ向けて」
コーディネータ 土屋信行（リバーフロント研究所
審議役）
パネリスト竹村公太郎（日本水フォーラム代表理事）
平田　直（東京大学名誉教授）
山口芳裕（日本医師会救急災害医療対策委員長）
山田　正（中央大学名誉教授）
廣瀬昌由（国土交通省水管理・国土保全局長）
谷崎馨一（東京都技監（都市整備局長兼務））
三井元子（日本河川協会理事・あらかわ学会事務局長）
・ 東京は1400万人が集中し、日本の24％の経済活

動が行われています。ここを襲う想定最大の高
潮では、その被害は212km2、人口395万人におよ
び、首都直下地震の発生確率は約70％と想定し
ています。人口集中がもたらすパンデミックにお
ける医療体制はまだ不十分で、災害時医療要員も
不足しているのが現状です。

・ そして最重要課題は、複数のリスクが同時に起こ
るのが首都である大都市東京のおかれた現況な
のです。さらにそこに覆いかぶさってくるのが地
球温暖化等の気候変動なのです。あらゆるリスク
やそれらが複合する災害を認識し、住環境の根本
的安全の確保、医療と防災が融合した国家安全保

障の枠組みを構築すること、そこでは100年後の
安心の確保として東京湾高潮防御人工島を考慮
することも一考です。同時に都市生活者にとって
は、平常時は心豊かな川になる水辺づくりが必要
です。

５　パネルディスカッションⅡ「環境回復力の向上」
コーディネータ 陣内秀信（法政大学名誉教授）
パネリスト ジョヴァンニ・チェッコーニ博士
樋渡　彩（近畿大学講師）（ビデオ出演）
古川恵太（東京海洋大学客員教授）
土屋信行（リバーフロント研究所審議役）

・ ヴェネツィアのラグーナの湿地には、豊かな自然
環境があり、農業・漁業による食糧確保が容易
で、古代ローマ時代以前から人々が暮らしてきま
した。19世紀ころに、開発に偏ってしまいました
が、1966年大水害に見舞われたことを契機に、自
然環境を重視することの大切さに見直しました。

「MOSE堰」はこれらのラグーナの環境と共生す
ることを見事に組み込んだインフラ整備です。

・ 江戸時代の東京湾は、漁業、商い、食、遊び、祈り
の拠点として、豊かな自然環境、生態系を保ち活用
されていました。今はこれらの風景や生態系の多
くは失われてしまいましたが、少しずつでも湿地
環境を取り戻す活動を継続することが大切です。

６　さいごに
この会議において、

大都市が直面している
リスクは世界共通であ
り、特に地球温暖化に
よる海面上昇に対して
は各国とも根本的適応
策を大規模に講じ、更
に今後増大するリスク
への検討も始めている

とのことでした。会議で提案のあった「東京湾高潮
防御人工島」など、東京においても各国と同規模の
根本的適応策が必要だと考えさせられました。

マーク・ウォルラベン
（オランダ王国高潮バリア管理運営部）

シルヴァーナ・デマイオ
館長ご挨拶

RIVER FRONT Vol.99

27




